
阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 1 4

17 年 ～ 年

①

②

③

④

⑤

24 25 26

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 地域公共施設管理事務 事務事業名 勝命コミュニティ公園の管理事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成26年7月1日

部局名 企画総務部 課名 契約管財課 主務課長名 川野　一郎 シート作成者名 矢田正和

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画

基本構想(政策) ３．美しい環境のまちづくり 実施計画 事業の開始・終了

基本計画(施策) （５）公園・緑地の整備 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 （１）身近な公園の整備 ２ 非該当 根拠法令等

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

勝命コミュニティ公園

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 勝命コミュニティ公園の開園によって、市民福祉の増進に寄与することを目的としています。

今年度

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
公園管理

シルバー人材センターへの草刈り依頼

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

公園維持のため数値目標を
設定できません。

目標

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

実績

目標

目標

実績

国 庫 支 出 金

実績

26

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 総務費 総務管理費

年度予算 備考

直接事業費

財産管理費

平成 24 年度決算 平成 25 年度決算 平成

県 支 出 金

地 方 債

95

計（Ａ） 33 42 95

その他特定財源

0.000 0 0.000

一 般 財 源 33 42

0.002 12

臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.002 12 0.002

0 0.000 0

全体事業費（Ａ＋Ｂ） 45 54 107

人件費（Ｂ）

12

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

地元の要望により設置した公園
であるため、地域の憩いの場とし
ての必要性をもっています。２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 毎年、草刈りなどの維持経費が
必要です。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 少子化に伴い、利用者数が非常
に少ないと見受けられます。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 維持経費に対し、利用者数が少
ないため、効率がよくないと考え
ます。２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
1 1 1 3 Ｄ 3 3 2 4 Ｃ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等

縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

今後、勝命コミュニティ公園をどうするか考える必要があります。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

周辺住民の意見を調査し、より有効活用が図れるよう努めて下さい。
改革案
と実行
計画

今後、施設の地元管理に向けて検討、またはその他、有効利用を進めます。（利
用形態変更等の検討：太陽光発電施設用地、分譲用宅地等への活用など）

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 2 2

年 ～ 年

①

②

③

④

⑤

24 25 26

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 行政財産管理事務 事務事業名 行政財産管理事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成26年7月1日

部局名 企画総務部 課名 契約管財課 主務課長名 川野　一郎 シート作成者名 牧本　史郎

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画

基本構想(政策) 該当なし 実施計画 事業の開始・終了

基本計画(施策) １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 ２ 非該当 根拠法令等

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

行政財産

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 有効活用を図ります。

今年度 有効活用を図ります。

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
公園遊具安全点検

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

指標設定になじまないため
設定しない。

目標

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

実績

目標

目標

実績

国 庫 支 出 金

実績

26

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 総務費 総務管理費

年度予算 備考

直接事業費

財産管理費

平成 24 年度決算 平成 25 年度決算 平成

県 支 出 金

地 方 債

668

計（Ａ） 851 604 668

その他特定財源

0.000 0 0.000

一 般 財 源 851 604

0.204 1,178

臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.204 1,216 0.204

0 0.000 0

全体事業費（Ａ＋Ｂ） 2,067 1,804 1,846

人件費（Ｂ）

1,200

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

遊具による事故が相次ぎ、その
安全性が問われているため、必
要です。２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 市民が安心して使用できるよう、
危険性があるものは修繕してい
ます。２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 市が設置した遊具については、
すべて点検しています。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 点検は毎年度実施しています
が、所管課での巡視も必要で
す。２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 3 3 Ａ 4 4 3 3 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等

縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

公園等の遊具について、年１回の点検を実施し、その結果を所管課に報告してい
ます。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

市民の利便性に配慮し、引き続き効率的に管理して下さい。
改革案
と実行
計画

遊具の点検を一括して実施し、修繕等は所管課で対応しています。

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 3 2

年 ～ 年

①

②

③

④

⑤

24 25 26

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 普通財産管理事務 事務事業名 普通財産処分事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成26年6月28日

部局名 企画総務部 課名 契約管財課 主務課長名 川野　一郎 シート作成者名 三上武士

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画

基本構想(政策) ６．共に生き、共に築くまちづくり 実施計画 事業の開始・終了

基本計画(施策) （５）自立・持続可能な地域経営の推進 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 （３）効率的で持続可能な財政運営の推進 ２ 非該当 根拠法令等 阿波市財務規則

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

市民

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 普通財産の効率的な有効活用を図ります。

今年度 普通財産の効率的な有効活用を図ります。

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
普通財産の売却の実施

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

処分面積 ㎡
目標

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

実績 206.13 607.38

目標

目標

実績

国 庫 支 出 金

実績

26

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 総務費 総務管理費

年度予算 備考

直接事業費

財産管理費

平成 24 年度決算 平成 25 年度決算 平成

県 支 出 金

地 方 債

989

計（Ａ） 0 560 989

その他特定財源

0.000 0 0.000

一 般 財 源 560

0.258 1,490

臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.258 1,538 0.258

0 0.000 0

全体事業費（Ａ＋Ｂ） 1,538 2,077 2,479

人件費（Ｂ）

1,517

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

未利用地については維持管理費
等のコストもかかるため、処分す
る必要があります。２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 公有財産管理システム等を活用
し売却可能な公有財産を把握し
ます。２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 １件、一般競争入札による売却
手続きを行いましたが、申込は
ありませんでした。２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 インターネットによる入札手続き
や、他の施策と連携するなど、改
善する余地はあります。２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 2 3 Ｂ 4 4 2 4 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等

縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

公有財産処分等検討委員会にて決定した処分地の売却手続きを速やかに進め
ていきます。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

簡単ではありませんが、売却できる財産は有効活用できるよう引き続き推進して
下さい。改革案

と実行
計画

今後も継続して事業を進めていきます。

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 4 2

年 ～ 年

①

②

③

④

⑤

24 25 26

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 普通財産管理事務 事務事業名 普通財産貸付事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成26年6月28日

部局名 企画総務部 課名 契約管財課 主務課長名 川野　一郎 シート作成者名 三上　武士

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画

基本構想(政策) ６．共に生き、共に築くまちづくり 実施計画 事業の開始・終了

基本計画(施策) （５）自立・持続可能な地域経営の推進 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 （３）効率的で持続可能な財政運営の推進 ２ 非該当 根拠法令等 阿波市財務規則

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

市民

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 普通財産の効率的な有効活用を図ります。

今年度 普通財産の効率的な有効活用を図ります。

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
普通財産の貸付の実施

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

貸付件数
目標

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

実績 12 14

目標

目標

実績

国 庫 支 出 金

実績

26

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 総務費 総務管理費

年度予算 備考

直接事業費

財産管理費

平成 24 年度決算 平成 25 年度決算 平成

県 支 出 金

地 方 債

計（Ａ） 0 0 0

その他特定財源

0.000 0 0.000

一 般 財 源

0.258 1,490

臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.258 1,538 0.258

0 0.000 0

全体事業費（Ａ＋Ｂ） 1,538 1,517 1,490

人件費（Ｂ）

1,517

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

未利用地等の貸付等の必要が
あります。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 貸付等の財産の公有財産管理
システムで把握します。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 公有財産管理システムを活用
し、推進します。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 公有財産処分等検討委員会に
おいて検討します。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
3 4 2 4 Ａ 3 4 2 4 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等

縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

貸付等可能な財産を貸付します。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

簡単ではありませんが、貸付できる財産は有効活用できるよう引き続き推進して
下さい。改革案

と実行
計画

今後も継続して事業を進めていきます。

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 5 3

年 ～ 年

①

②

③

④

⑤

24 25 26

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 本庁舎管理事務 事務事業名 庁舎設備維持管理事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成26年7月1日

部局名 企画総務部 課名 契約管財課 主務課長名 川野　一郎 シート作成者名 牧本　史郎

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画

基本構想(政策) ６．共に生き、共に築くまちづくり 実施計画 事業の開始・終了

基本計画(施策) （５）自立・持続可能な地域経営の推進 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 ２ 非該当 根拠法令等 阿波市庁舎管理規則

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

庁舎設備

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 庁舎の機能を十分に発揮させます。

今年度 庁舎設備の維持管理に努めます。

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
保安警備業務

電気保安業務

浄化槽維持管理業務

空調設備保守業務

自動ドア保守業務

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

指標設定になじまないた
め、設定しない。

目標

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

実績

目標

目標

実績

国 庫 支 出 金

実績

26

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 総務費 総務管理費

年度予算 備考

直接事業費

財産管理費

平成 24 年度決算 平成 25 年度決算 平成

県 支 出 金

地 方 債

1,790

計（Ａ） 2,059 1,739 1,790

その他特定財源

0.000 0 0.000

一 般 財 源 2,059 1,739

0.306 1,767

臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.306 1,824 0.306

0 0.000 0

全体事業費（Ａ＋Ｂ） 3,883 3,539 3,557

人件費（Ｂ）

1,800

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

業務遂行のため、庁舎の管理が
必要です。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 適切に管理されていないと、業
務が停滞するおそれがありま
す。２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 修繕等は最低限のものとし、方
法も考慮して経費を節減してい
ます。２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 可能な限り入札によるものとし、
長期継続契約も導入していま
す。２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 3 4 Ａ 4 4 3 4 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等

縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

すべての設備が老朽化していますが、新庁舎に移行するまでの間は費用対効果
を考慮しつつ、維持管理に努めます。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

新庁舎完成を見越して、各支所も含めた市民サービスの低下につながらない維
持管理をお願いします。改革案

と実行
計画

今後とも継続して維持管理を行います。

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 6 3

年 ～ 年

①

②

③

④

⑤

24 25 26

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 本庁舎管理事務 事務事業名 庁用物品購入事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成26年7月4日

部局名 企画総務部 課名 契約管財課 主務課長名 川野一郎 シート作成者名 笠井まゆみ

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画

基本構想(政策) ６．共に生き、共に築くまちづくり 実施計画 事業の開始・終了

基本計画(施策) （５）自立・持続可能な地域経営の推進 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 ２ 非該当 根拠法令等 阿波市財務規則

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

庁舎用物品

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 庁舎用の備品及び消耗品を購入します。

今年度 什器、ファイル、コピー用紙等を購入します。

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
什器の購入

ファイルの購入

コピー用紙の購入

封筒の購入

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

指標設定になじまないため
設定しない。

目標

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

実績

目標

目標

実績

国 庫 支 出 金

実績

26

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 総務費 総務管理費

年度予算 備考

直接事業費

財産管理費

平成 24 年度決算 平成 25 年度決算 平成

県 支 出 金

地 方 債

3,705

計（Ａ） 4,355 3,053 3,705

その他特定財源

0.000 0 0.000

一 般 財 源 4,355 3,053

0.218 1,259

臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.218 1,300 0.218

0 0.000 0

全体事業費（Ａ＋Ｂ） 5,655 4,335 4,964

人件費（Ｂ）

1,282

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

必要な物品が揃っていないと、
業務が停滞する可能性がありま
す。２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 他の部署のものをまとめて購入
することで、経費節減につながり
ます。２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 必要性のある物品を厳選して購
入しています。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 小額のものは随意契約となりま
すが、可能な限り入札による契
約としています。２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 3 2 Ｂ 4 4 3 2 Ｂ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等

縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

ほかにも適用できる物品がないかを検討します。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

新庁舎供用をめどに、一括購入により経費削減を継続して図って下さい。
改革案
と実行
計画

今後も継続して必要な物品を購入します。

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 7 3

年 ～ 年

①

②

③

④

⑤

24 25 26

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 本庁舎管理事務 事務事業名 庁舎防火管理事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成26年7月1日

部局名 企画総務部 課名 契約管財課 主務課長名 川野　一郎 シート作成者名 牧本　史郎

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画

基本構想(政策) ６．共に生き、共に築くまちづくり 実施計画 事業の開始・終了

基本計画(施策) （５）自立・持続可能な地域経営の推進 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 ２ 非該当 根拠法令等 消防法

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

庁舎

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 庁舎の火災を未然に防ぎます。

今年度 消防設備保守点検を実施します。

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
消防設備保守点検業務

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

指標設定になじまないた
め、設定しない。

目標

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

実績

目標

目標

実績

国 庫 支 出 金

実績

26

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 総務費 総務管理費

年度予算 備考

直接事業費

財産管理費

平成 24 年度決算 平成 25 年度決算 平成

県 支 出 金

地 方 債

87

計（Ａ） 84 84 87

その他特定財源

0.000 0 0.000

一 般 財 源 84 84

0.046 266

臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.046 274 0.046

0 0.000 0

全体事業費（Ａ＋Ｂ） 358 355 353

人件費（Ｂ）

271

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

庁舎の火災を未然に防ぎ、火災
になっても速やかに消火する必
要があります。２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 火災を防ぐことにより、市民の財
産を守ります。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 消防法に基づき、消防設備の点
検を実施しています。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 関係法令に基づき効率的に運用
しています。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 3 4 Ａ 4 4 4 4 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等

縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

庁舎の消防設備の保守点検を実施していますが、新庁舎に移行するまでは継続
する必要があります。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

消防法に基づき、引き続き適正管理を行って下さい。
改革案
と実行
計画

今後も継続します。

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 8 3

年 ～ 年

①

②

③

④

⑤

24 25 26

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 本庁舎管理事務 事務事業名 庁舎清掃事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成26年7月1日

部局名 企画総務部 課名 契約管財課 主務課長名 川野　一郎 シート作成者名 牧本　史郎

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画

基本構想(政策) ６．共に生き、共に築くまちづくり 実施計画 事業の開始・終了

基本計画(施策) （５）自立・持続可能な地域経営の推進 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 ２ 非該当 根拠法令等 建築物における衛生的環境の確保に関する法律

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

庁舎

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 庁舎を清潔にし、来庁舎や職員の衛生的環境を確保します。

今年度 庁舎の清掃、環境測定等を行います。

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
庁舎清掃業務

庁舎環境衛生管理業務

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

指標設定になじまないため
設定しない。

目標

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

実績

目標

目標

実績

国 庫 支 出 金

実績

26

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 総務費 総務管理費

年度予算 備考

直接事業費

財産管理費

平成 24 年度決算 平成 25 年度決算 平成

県 支 出 金

地 方 債

2,607

計（Ａ） 3,031 3,189 2,607

その他特定財源

0.000 0 0.000

一 般 財 源 3,031 3,189

0.233 1,345

臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.233 1,389 0.233

0 0.000 0

全体事業費（Ａ＋Ｂ） 4,420 4,559 3,952

人件費（Ｂ）

1,370

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

庁舎内の環境は、常に衛生的な
状態を維持する必要がありま
す。２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 来庁者や職員の衛生的環境を
確保します。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 日常清掃のほか、定期清掃とし
て床や窓ガラスの清掃を行うな
ど、衛生的な環境を保つよう努
めています。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 清掃業務では、長期継続契約を
導入しています。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 3 3 Ａ 4 4 3 3 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等

縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

建物の環境衛生基準を維持するため、専門の業者に委託しています。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

働きやすい衛生的な環境を維持しながら、継続して実施して下さい。
改革案
と実行
計画

今後も同様に継続します。

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 9 3

年 ～ 年

①

②

③

④

⑤

24 25 26

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 本庁舎管理事務 事務事業名 会議室管理事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成26年7月4日

部局名 企画総務部 課名 契約管財課 主務課長名 川野一郎 シート作成者名 笠井まゆみ

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画

基本構想(政策) ６．共に生き、共に築くまちづくり 実施計画 事業の開始・終了

基本計画(施策) （５）自立・持続可能な地域経営の推進 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 ２ 非該当 根拠法令等

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

庁舎内会議室

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 会議室を効率的に使用します。

今年度 グループウエアにより、会議室の使用状況を管理します。

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
会議室の貸し出し

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

指標設定になじまないため
設定しない。

目標

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

実績

目標

目標

実績

国 庫 支 出 金

実績

26

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 総務費 総務管理費

年度予算 備考

直接事業費

財産管理費

平成 24 年度決算 平成 25 年度決算 平成

県 支 出 金

地 方 債

計（Ａ） 0 0 0

その他特定財源

0.000 0 0.000

一 般 財 源

0.208 1,201

臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.208 1,240 0.208

0 0.000 0

全体事業費（Ａ＋Ｂ） 1,240 1,223 1,201

人件費（Ｂ）

1,223

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

会議室を効率的に使用するため
に必要です。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 職員であれば、グループウエア
により使用状況の確認ができま
す。２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 会議室の数が少ないこと以外
は、目標を達成できています。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 清掃業務では、長期継続契約を
導入しています。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 4 4 Ａ 4 4 4 4 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等

縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

職員以外の団体等については、貸出基準がなく空調等の問題もあり公民館その
他の施設を案内してます。今後各支所で管理していたコミュニティーセンター等の
施設についてはどのように貸出するか考える必要があります。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

引き続き、適正な管理を行って下さい。
改革案
と実行
計画

各支所で管理していた施設についても改善します。

委員会
指摘事項

nnn

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 10 3

年 ～ 年

①

②

③

④

⑤

24 25 26

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 本庁舎管理業務 事務事業名 公用車管理事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成26年7月4日

部局名 企画総務部 課名 契約管財課 主務課長名 川野一郎 シート作成者名 笠井まゆみ

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画

基本構想(政策) ６．共に生き、共に築くまちづくり 実施計画 事業の開始・終了

基本計画(施策) （５）自立・持続可能な地域経営の推進 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 （３）効率的で持続可能な財政運営の推進 ２ 非該当 根拠法令等 阿波市有車両管理規則

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

公用車

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 効率的かつ安全に使用できるようにします。

今年度 効率的かつ安全に使用できるようにします。

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
公用車の貸し出し

公用車の整備

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

指標設定になじまないため
設定しない。

目標

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

実績

目標

目標

実績

国 庫 支 出 金

実績

26

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 総務費 総務管理費

年度予算 備考

直接事業費

財産管理費

平成 24 年度決算 平成 25 年度決算 平成

県 支 出 金

地 方 債

7,725

計（Ａ） 10,090 13,200 7,725

その他特定財源

0.000 0 0.000

一 般 財 源 10,090 13,200

0.238 1,374

臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.238 1,419 0.238

0 0.000 0

全体事業費（Ａ＋Ｂ） 11,509 14,600 9,099

人件費（Ｂ）

1,400

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

安全・効率的な公用車の使用に
必要です。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 職員であれば、グループウエア
により空き状況の確認ができま
す。また、定期的な整備により安
全性が確保されています。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 時期により台数が不足する場合
があります。また、低年式車両で
は故障がふえています。２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 効率的な運用により、経費を節
減します。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
3 4 3 4 Ａ 3 4 3 4 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等

縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

21年度に大規模な入替を実施しましたが、一部の車両は継続使用されているた
め、故障が多くなっています。新庁舎に移転する事によって駐車台数が限られる
ため計画的な台数管理が必要です。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

新庁舎の供用開始を目途に、集中管理を徹底させて下さい。
改革案
と実行
計画

管財担当で公用車の一元管理を継続します。

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 11 3

年 ～ 年

①

②

③

④

⑤

24 25 26

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 本庁舎管理事務 事務事業名 駐車場管理事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成26年7月1日

部局名 企画総務部 課名 契約管財課 主務課長名 川野　一郎 シート作成者名 三上　武士

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画

基本構想(政策) ６．共に生き、共に築くまちづくり 実施計画 事業の開始・終了

基本計画(施策) （５）自立・持続可能な地域経営の推進 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 （３）効率的で持続可能な財政運営の推進 ２ 非該当 根拠法令等 阿波市財務規則

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

市役所利用者

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 車での来庁者及び職員すべてが駐車できるようにします。

今年度 車での来庁者及び職員すべてが駐車できるようにします。また新庁舎移転が控えているため、不用となる借地駐車場を返地します。

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
土地賃貸借契約

駐車場管理

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

指標設定になじまないため
設定しない。

目標

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

実績

目標

目標

実績

国 庫 支 出 金

実績

26

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 総務費 総務管理費

年度予算 備考

直接事業費

財産管理費

平成 24 年度決算 平成 25 年度決算 平成

県 支 出 金

地 方 債

1,000

計（Ａ） 1,000 1,000 1,000

その他特定財源

0.000 0 0.000

一 般 財 源 1,000 1,000

0.273 1,576

臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.190 1,133 0.273

0 0.000 0

全体事業費（Ａ＋Ｂ） 2,133 2,606 2,576

人件費（Ｂ）

1,606

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

市役所周辺に公共交通機関が
ないため、来庁者及び職員の駐
車場を確保する必要がありま
す。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 通勤方法は個人の選択によるも
のですが、最低限の台数分確保
は必要です。２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 日常の使用では、十分な台数分
が確保されています。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 新庁舎駐車場の効率的な管理
方法について検討し、借地駐車
場についても見直しコストの削減
に努めます。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 4 2 Ａ 4 4 4 4 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等

縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

新庁舎移転を控え効率的な管理方法を検討し、借地契約について見直します。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

継続して、適切な管理を行って下さい。
改革案
と実行
計画

継続します。

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 12 3

年 ～ 年

①

②

③

④

⑤

24 25 26

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 本庁舎管理事務 事務事業名 庁舎電話維持管理事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成26年7月1日

部局名 企画総務部 課名 契約管財課 主務課長名 川野　一郎 シート作成者名 牧本　史郎

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画

基本構想(政策) ６．共に生き、共に築くまちづくり 実施計画 事業の開始・終了

基本計画(施策) （５）自立・持続可能な地域経営の推進 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 ２ 非該当 根拠法令等

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

庁舎ＩＰ電話システム

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 電話機器を正常に運用します。

今年度 電話機器の維持管理を行います。

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
ＩＰ電話システム機器保守業務

機器の維持補修

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

指標設定になじまないた
め、設定しない。

目標

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

実績

目標

目標

実績

国 庫 支 出 金

実績

26

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 総務費 総務管理費

年度予算 備考

直接事業費

財産管理費

平成 24 年度決算 平成 25 年度決算 平成

県 支 出 金

地 方 債

2,149

計（Ａ） 318 238 2,149

その他特定財源

0.000 0 0.000

一 般 財 源 318 238

0.177 1,022

臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.177 1,055 0.177

0 0.000 0

全体事業費（Ａ＋Ｂ） 1,373 1,279 3,171

人件費（Ｂ）

1,041

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

通信を確保する必要があるた
め、機器の保守は重要です。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 機構改革による組織の変更に
も、ＰＣと同様に対応できます。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 老朽化に伴い機器を更新したた
め、問題なく運用できています。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 ＩＰ化により、将来的に有効なシ
ステムとなっています。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 4 4 Ａ 4 4 4 4 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等

縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

新庁舎への移設、新庁舎での運用について検討する必要があります。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

業務に支障をきたさないよう引き続き維持管理を行って下さい。
改革案
と実行
計画

今後も維持管理は継続します。

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 13 3

年 ～ 年

①

②

③

④

⑤

24 25 26

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 本庁舎管理事務 事務事業名 庁舎修繕事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成26年7月1日

部局名 企画総務部 課名 契約管財課 主務課長名 川野　一郎 シート作成者名 牧本　史郎

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画

基本構想(政策) ６．共に生き、共に築くまちづくり 実施計画 事業の開始・終了

基本計画(施策) （５）自立・持続可能な地域経営の推進 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 ２ 非該当 根拠法令等

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

庁舎

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 新庁舎に移行するまで、現庁舎を維持します。

今年度 庁舎の維持管理を行います。

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
庁舎修繕

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

指標設定になじまないた
め、設定しない。

目標

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

実績

目標

目標

実績

国 庫 支 出 金

実績

26

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 総務費 総務管理費

年度予算 備考

直接事業費

財産管理費

平成 24 年度決算 平成 25 年度決算 平成

県 支 出 金

地 方 債

1,500

計（Ａ） 459 1,456 1,500

その他特定財源

0.000 0 0.000

一 般 財 源 459 1,456

0.286 1,651

臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.286 1,705 0.286

0 0.000 0

全体事業費（Ａ＋Ｂ） 2,164 3,138 3,151

人件費（Ｂ）

1,682

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

老朽化により、あらゆる部分で損
傷の可能性があるので、修繕が
必要です。２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 経年劣化する箇所は、計画的に
修繕を行ってきています。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 必要な部分は、予算の範囲内で
修繕しています。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 最低限の機能は維持できるよう
にし、業務に支障がないように努
めています。２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 3 4 Ａ 4 4 3 4 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等

縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

老朽化が激しいので最低限の修繕は必要ですが、その判断が難しくなってきてい
ます。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

緊急に修繕の必要が生じた場合は、安全性に特に配慮して実施して下さい。
改革案
と実行
計画

規模の差はありますが、修繕は毎年度必要となります。

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 14 2

年 ～ 年

①

②

③

④

⑤

24 25 26

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 指定管理者選定事務 事務事業名 指定管理者選定事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成26年7月1日

部局名 企画総務部 課名 契約管財課 主務課長名 川野　一郎 シート作成者名 三上　武士

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画

基本構想(政策) 該当なし 実施計画 事業の開始・終了

基本計画(施策) １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 ２ 非該当 根拠法令等 地方自治法

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

公の施設の管理者

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的
指定管理者制度を導入することにより、多様化する市民ニーズに効果的・効率的に対応し、公の施設の管理に民間の能力やノウハウ
を幅広く活用しつつ、市民サービスの向上及び行政コストの削減を図ります。

今年度 平成26年度指定期間終了施設の更新と新規指定を行います

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
指定管理者選定委員会事務

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

指定管理者導入施設数
目標

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

7 0 10

実績 7 0

目標

目標

実績

国 庫 支 出 金

実績

26

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 総務費 総務管理費

年度予算 備考

直接事業費

財産管理費

平成 24 年度決算 平成 25 年度決算 平成

県 支 出 金

地 方 債

347

計（Ａ） 199 0 347

その他特定財源

0.000 0 0.000

一 般 財 源 199 0

0.296 1,709

臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.296 1,765 0.296

0 0.000 0

全体事業費（Ａ＋Ｂ） 1,964 1,741 2,056

人件費（Ｂ）

1,741

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

積極的に推進する必要がありま
す・

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 積極的に推進する必要がありま
す。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 これまでの効果、課題等を検証
し導入していく必要があります。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 制度導入により、民間ノウハウを
活用したサービス向上及び管理
運営の効率化が図れます。２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
3 4 3 3 Ａ 3 4 3 3 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等

縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

指定管理者が行うサービスの質の向上させ市民の満足度をさらに高めることや、
適正な運営管理ができているか市が確認していく必要があります。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

指定管理者制度ガイドラインの基づき適正に執行されています。また、新たな施
設ができた場合は、関係部局と連携しながら適切に実施して下さい。改革案

と実行
計画

モニタリング制度を的確に運用し、指定管理者が行う自己評価や、市が行う年次
評価を行います。

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 15 2

17 年 ～ 年

①

②

③

④

⑤

24 25 26

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 入札参加資格申請審査事務 事務事業名 入札参加資格申請審査事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成26年7月1日

部局名 企画総務部 課名 契約管財課 主務課長名 川野　一郎 シート作成者名 前仲　恭介

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画

基本構想(政策) 該当なし 実施計画 事業の開始・終了

基本計画(施策) １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 ２ 非該当 根拠法令等

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

入札参加資格審査申請書提出業者

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的
申請書の内容を審査し、名簿に登載できる。
より効率的で迅速な名簿確定方法への改善を検討している。

今年度
申請書の内容を審査し、名簿に登載します。
より効率的で迅速な名簿確定方法への改善を検討します。

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
提出された申請書の書類審査（1月中旬から受付開始予定）

入札参加資格業者名簿に登載

業者格付等の各種帳票作成

追加受付の実施（毎年8月中受付予定）

入札参加資格業者名簿変更届受付（随時）

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

指標設定になじまないた
め。

目標

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

実績

目標

目標

実績

国 庫 支 出 金

実績

26

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 総務費 総務管理費

年度予算 備考

直接事業費

財産管理費

平成 24 年度決算 平成 25 年度決算 平成

県 支 出 金

地 方 債

1,101

計（Ａ） 378 2,842 1,101

その他特定財源

0.000 0 0.000

一 般 財 源 378 2,842

0.204 1,178

臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.204 1,216 0.204

0 0.000 0

全体事業費（Ａ＋Ｂ） 1,594 4,042 2,279

人件費（Ｂ）

1,200

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

　入札業者の選定には、必ず必
要とされます。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 　入札の公平性を図るために有
効です。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 　厳正に書類審査等を実施して
います。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 　徳島県及び近隣市町村の事務
を参照しながら、より効率よく処
理できるか検討していきます。２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 4 4 Ａ 4 4 4 3 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等

縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

　1．参加者名簿の確定期間の短縮
　2．申請書、添付書類の簡素化

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

適正な事務執行がなされていますが、より効率的な方法があれば検討して下さ
い。改革案

と実行
計画

上記課題を改善できるよう、現状を正しく把握し、改善方法を検討していきます。

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 16 2

17 年 ～ 年

①

②

③

④

⑤

24 25 26

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 電子入札事務 事務事業名 電子入札事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成26年7月1日

部局名 企画総務部 課名 契約管財課 主務課長名 川野　一郎 シート作成者名 前仲　恭介

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画

基本構想(政策) 該当なし 実施計画 事業の開始・終了

基本計画(施策) １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 ２ 非該当 根拠法令等

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

建設工事、測量・コンサル業務入札参加業者

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的
毎年度の電子入札対象案件を電子入札で実施できる。
より効率的で迅速な方法への改善を検討している。

今年度
平成26年度の電子入札対象案件を電子入札で行います。
より効率的で迅速な方法への改善を検討していきます。

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
電子入札システムへ工事、委託案件データを登録

阿波市ホームページでの入札情報の公表（入札予告、入札閲覧資料、入札結果）

電子入札システムでの開札処理（指名通知発行、開札処理）

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

指標設定になじまないた
め。

目標

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

実績

目標

目標

実績

国 庫 支 出 金

実績

26

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 総務費 総務管理費

年度予算 備考

直接事業費

財産管理費

平成 24 年度決算 平成 25 年度決算 平成

県 支 出 金

地 方 債

2,175

計（Ａ） 1,920 2,342 2,175

その他特定財源

0.000 0 0.000

一 般 財 源 1,920 2,342

2.000 11,549

臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 2.000 11,922 2.000

0 0.000 0

全体事業費（Ａ＋Ｂ） 13,842 14,105 13,724

人件費（Ｂ）

11,763

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

　業者の方（入札参加者）が入札
会場にくる手間が必要なくなりま
す。２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 　入札の公平性を図るために有
効です。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 　システムの現状も把握しつつ、
より効率的な電子入札の方法を
検討していきます。２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 　関係者と協議しながら、より効
率的な方法を検討していきます。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 4 4 Ａ 4 4 4 4 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等

縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

　入札案件が大量となった場合、担当者の処理がおいつかなくなるため、より効
率的な方法や、より計画的な発注を検討していく必要があります。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

県システムを有効活用し適正な事務執行がなされています。継続して実施して下
さい。改革案

と実行
計画

　上記課題を改善できるよう、現状を正しく把握し、改善方法を検討していきます。

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 17 2

17 年 ～ 年

①

②

③

④

⑤

24 25 26

款 2 項 1 目 9

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 電算システム管理事務 事務事業名 基幹系システム管理事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成26年7月4日

部局名 企画総務部 課名 契約管財課 主務課長名 川野一郎 シート作成者名 坂野　幸広

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画

基本構想(政策) ４．生活基盤の充実したまちづくり 実施計画 事業の開始・終了

基本計画(施策) （４）情報化の推進 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 （２）行政内部のＩＣＴ環境の充実 ２ 非該当 根拠法令等

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

基幹系システム（戸籍、住民基本台帳、税等の電算システム等）及びそれを利用する職員

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 基幹系システムの安全、安定した運用を図ることにより、市民が迅速かつ効率的で正確なサービスを受けられるようにします。

今年度 基幹系システムの安全、安定した運用を図るとともに、災害に対する備えを進めていきます。

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
基幹系サーバの稼働管理を行い、各課と密に連携し、業務の効率化を図ります

各課からの法改正、改良等の依頼を受け、委託業者への取りつぎ、指示を行います

システムの適正な管理を行い、情報セキュリティの向上に努めます

各課に設置の端末、周辺機器の運用管理を行います

情報セキュリティのため、J-LISによるセキュリティ研修を実施します。

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

システムの障害発生件数
システム障害・事故等の発生件数を抑制するこ
とにより安定運用を図るため 件

目標

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

0 0 0 0

実績 10 5

法改正、改良依頼の件数
法改正や事務改善に対応し、適正
な運用管理を図るため 件

目標 0 0

目標

0 0

実績 3 2

国 庫 支 出 金

実績

26

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 総務費 総務管理費

年度予算 備考

直接事業費

電子計算費

平成 24 年度決算 平成 25 年度決算 平成

県 支 出 金

地 方 債

107,588

計（Ａ） 46,633 38,866 107,588

その他特定財源

0.000 0 0.000

一 般 財 源 46,633 38,866

1.000 5,774

臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 1.000 5,961 1.000

0 0.000 0

全体事業費（Ａ＋Ｂ） 52,594 44,748 113,362

人件費（Ｂ）

5,882

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

住民基本台帳、税、国民年金、国民健康
保険、福祉、介護保険等の基幹系サービ
スは、市民生活の根幹をなすものであり、
法改正により益々業務は多様化、複雑化
になり基幹系システムの安定した運用を
行う必要があります。また、平成28年1月
より施行されるマイナンバーに対応する
必要があります。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 各業務は電算システム化され、
事務の迅速化、効率を高めるこ
とが可能となりました。ますます
多様化する業務に対応し、様々
な要望にも応える対応することが
可能となります。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 個々の業務において、改修、改
善を必要とするべき部分はあり
ますが、既存システムの管理運
営は安定かつ適正に行っていま
す。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。
法改正、新規事業等事務の多様化複雑化が進んでいま
すが、システム改修等の対応を行っている結果、人員の
大幅な増員を行うことなく業務に対応出来ています。
しかし、現行システムは平成28年1月より施行されるマイ
ナンバー法に対応せず、新たな基幹系システムを導入
する必要があり、本市は徳島県が主導しています「市町
村システムクラウド化事業」に参加を表明し、本年度基
幹系クラウドシステムを導入行います。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 3 3 Ａ 4 4 3 3 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等

縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

1自治体クラウドを共同利用で導入することにより、情報処理システムの経費削減が見込まれますが、さらに運用方法などを見直し、引き続
き検討する必要があります。
2.個人情報の保護に関する条例の施行に伴ない、より一層のセキュリティ強化、それを利用する職員全員の意識改革が必要です。
3.東日本大地震を教訓とし、今後発生すると思われる災害に対しての対応（住民情報の消滅を防ぐ）を見直しながら計画を進めていく必要
があります。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

個人情報に配慮しながら、引き続き安全な運用管理に努めて下さい。
改革案
と実行
計画

1.自治体クラウドを導入するにあたりの経費削減、セキュリティ強化、災害対策などに対応していきます。
2.J-LISで行われている情報セキュリティ研修も今回で７回目となり、多くの職員が受講しました。多種多様に変化するセキュリティ対策を学
ぶため継続し、毎年全職員が必ず受講することが必要です。
3.経費削減の対策と情報共有の面から、基幹系クラウドシステムの導入、シンクライアント利用による端末台数の削減等各課に共通した連
絡を共有フォルダ内に作成しシステム改修の連絡網として引き続き利用します。

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 18 2

17 年 ～ 年

①

②

③

④

⑤

24 25 26

款 2 項 1 目 9

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 電算システム管理事務 事務事業名 情報系システム管理事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成26年7月7日

部局名 企画総務部 課名 契約管財課 主務課長名 川野一郎 シート作成者名 印藤隆重

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画

基本構想(政策) ４．生活基盤の充実したまちづくり 実施計画 事業の開始・終了

基本計画(施策) （４）情報化の推進 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 （２）行政内部のＩＣＴ環境の充実 ２ 非該当 根拠法令等

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

電算情報系システム（文書管理、グループウェア等）及びそれを利用する全職員

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 情報系システムの安全・安定した運用管理を図ることにより、正確で効率的な電子自治体構築を目指します。

今年度 新庁舎へ移転のため、現在のネットワークを見直し、新たにネットワークを構築する必要がある。

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
インターネット回線、LGWAN回線の管理運用を行います。

パソコン、サーバー機器の保守管理をし、安定運用を行います。

システムの適正な管理を行い、情報セキュリティー向上につとめます。

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

目標

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

実績

目標

目標

実績

国 庫 支 出 金

実績

26

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 総務費 総務管理費

年度予算 備考

直接事業費

電子計算費

平成 24 年度決算 平成 25 年度決算 平成
　H26年度は新庁舎移転のため、
ネットワーク機器を入れ替え及び
新規購入を予定している。
　また、DNS、PROXY、ウィルス対
策ソフト管理サーバの3台を入れ替
え予定です。

県 支 出 金

地 方 債

20,037

計（Ａ） 9,740 8,610 20,037

その他特定財源

0.000 0 0.000

一 般 財 源 9,740 8,610

0.700 4,042

臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.700 4,173 0.700

0 0.000 0

全体事業費（Ａ＋Ｂ） 13,913 12,727 24,079

人件費（Ｂ）

4,117

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

国や地方公共団体の相互接続
により情報交換、情報共有を可
能にし、複雑化する内部事務の
効率を高めるために必要です。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 内部事務の電子システム化によ
り、事務の迅速化、効率化を高
めることが可能となります。２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 古いサーバ等を買い換えずに使
用しているためネットワークが不
安定になる時がありますが、運
営管理全体としては、順調です。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 職員で対応できる機器保守につ
いては職員で行い、外注コストを
抑える努力をしているので、対コ
ストの効率は高くなっています。
今後も、先進の他団体を参考に
効率的な運用を目指します。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 3 3 Ａ 4 4 3 3 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等

縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

新庁舎に移転のため、ネットワークを再構築する必要がある。
サーバ3台の入れ替え予定である。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

効率性を重視しながらも、コスト面にも配慮し、安全・安心な運用管理に努めて下
さい。改革案

と実行
計画

現在の安定したレベルを維持しつつ、予備回線や予備機器の増強を図り、より止
まりにくいネットワークを構築していきたい。

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない
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Ｎｏ． 5 － 19 2

17 年 ～ 年

①

②

③

④

⑤

24 25 26

款 2 項 1 目 9

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 電算システム管理事務 事務事業名 電子申請関係管理事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成26年7月7日

部局名 企画総務部 課名 契約管財課 主務課長名 川野一郎 シート作成者名 印藤隆重

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画

基本構想(政策) ４．生活基盤の充実したまちづくり 実施計画 事業の開始・終了

基本計画(施策) （４）情報化の推進 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 （２）行政内部のＩＣＴ環境の充実 ２ 非該当 根拠法令等

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

市に電子申請を行う住民及び法

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 市へ提出する行政申請書について、オンライン化を行うことにより、事務の効率化を図るとともに、市民の利便性を高めます。

今年度 電子申請ができる申請があることを知ってもらう。

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
職員採用試験申込

ふるさと応援寄附金

集団検診

パパママクラス

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

電子申請件数
多くの市民に電子申請がで
きることを知ってもらうため。

件
目標

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

50 50 50 50

実績 78 79

目標

目標

実績

国 庫 支 出 金

実績

26

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 総務費 総務管理費

年度予算 備考

直接事業費

電子計算費

平成 24 年度決算 平成 25 年度決算 平成

県 支 出 金

地 方 債

440

計（Ａ） 499 492 440

その他特定財源

0.000 0 0.000

一 般 財 源 499 492

0.100 577

臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.100 596 0.100

0 0.000 0

全体事業費（Ａ＋Ｂ） 1,095 1,080 1,017

人件費（Ｂ）

588

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

国は、ＩＴ新改革戦略により、申請
のオンライン利用率を高める目
標を設定しています。本市にお
いても、情報化社会に対応し、行
政手続の効率化を図る観点から
も必要な事業です。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 国をあげて申請のオンライン化
を行っているので、今後益々有
効性は高まります。２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 ここ数年は、毎年職員採用試験
があり、目標を達成できている。
また、ふるさと応援寄附金の件
数が平成２５年度は27件あった。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 ＡＳＰ利用により他の実施主体の
ノウハウを活用したオンラインシ
ステムの導入により運用コストは
削減しました。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
3 4 3 4 Ａ 4 4 2 3 Ｂ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等

縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

電子申請システムのさらなる利用促進を行い、電子申請の充実、利用率の向上を
図る必要があります。
そのためには、電子申請の様式作成や受付の事務手続きのできる職員の数を増
やすことが重要になってきます。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

来るべき電子決済時代を踏まえて、職員の研修が現在以上に必要である。
改革案
と実行
計画

今後、電子申請を活用できる行政事務の種類を増やし、広報紙等での普及活動
を行うなど、利用者数の増加を目指します。

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２５年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 20 2

17 年 ～ 年

①

②

③

④

⑤

24 25 26

款 2 項 1 目 9

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円
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基本事務事業名 電算システム管理事務 事務事業名 ＬＧＷＡＮ管理事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成26年7月7日

部局名 企画総務部 課名 契約管財課 主務課長名 川野一郎 シート作成者名 印藤隆重

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画

基本構想(政策) ４．生活基盤の充実したまちづくり 実施計画 事業の開始・終了

基本計画(施策) （４）情報化の推進 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 （２）行政内部のＩＣＴ環境の充実 ２ 非該当 根拠法令等

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

ＬＧ－ＷＡＮ(地方公共団体間広域ネットワーク）回線を利用する全職員

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 国、県及び地方公共団体と専用通信網を利用した電子自治体構築を図る。

今年度 通信網の安定運用を図るためＬＧＷＡＮ庁内装置（サーバ類）の交換を行います。

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
LGWAN回線の管理運用を行います。

ＬＧＷＡＮ機器の保守管理をし、安定運用を行います。

システムの適正な管理を行い、情報セキュリティー向上につとめます。

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

システム障害発生件数
システム障害、事故等の発生件数
を抑制することにより安定運用を図
るため

目標

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

0 0 0 0

実績 0 0

目標

目標

実績

国 庫 支 出 金

実績

26

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 総務費 総務管理費

年度予算 備考

直接事業費

電子計算費

平成 24 年度決算 平成 25 年度決算 平成
今年度は、LGWAN関連のサーバ
類を入れ替え、リースを行う予定で
ある。前年度までは、LGWAN庁内
装置のリースが残っていたため、
経費がかかっていたが、ルータに
変更になったため、大幅に予算が
減少している。

県 支 出 金

地 方 債

813

計（Ａ） 1,209 1,041 813

その他特定財源

0.000 0 0.000

一 般 財 源 1,209 1,041

0.050 289

臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.050 298 0.050

0 0.000 0

全体事業費（Ａ＋Ｂ） 1,507 1,335 1,102

人件費（Ｂ）

294

臨時･嘱託工数･経費
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チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

国、県及び地方公共団体の相互
接続により情報交換、情報共有
を可能にし、内部事務の効率を
高めるために必要です。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 国、県及び地方公共団体との情
報交換、情報共有により、事務
の迅速化、効率化を高めること
が可能となります。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 システム運営管理は全般的に順
調です。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 運用コストは、一部機器の県で
の一括入札により、コスト効率は
良くなっています。今後も、より効
率的な運用を目指します。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
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Ｔ
Ｉ
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Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 3 4 Ａ 4 4 3 4 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等

縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

今年度サーバ類の入れ替え及び庁舎移転を予定している。設定等の移行漏れが
ないようしっかりやっていきたい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

国や県及び地方公共団体用ノネットワークとして有効活用されており、引き続き安
定的な管理に努めて下さい。改革案

と実行
計画

ＬＧＷＡＮ内部設備の定期保守を行い、安全で安定した運用をめざします。

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない


